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(要約) 
 北から南への技術移転率の上昇が南北の経済厚生に与える影響を、両地域間の国際資本

移動が自由であると設定して比較動学によって分析している。その分析結果を、南北間の

国際資本移動が存在していないと設定して分析された Helpman(1993)の結果と比較するこ

とによって、南北間の国際資本移動の存在は、南北間の技術移転率の上昇による南北両地

域の経済厚生の改善の度合いを小さくするだけでなく、北で生産される差別化製品数の割

合がある程度小さいときには北の経済厚生を確実に悪化させることを明らかにした。この

原因は、技術移転率の上昇に伴う北の差別化製品企業の利潤喪失リスクの上昇によって引

き起こされる短期的な R&D 活動の水準の低下と交易条件悪化の大きさが国際資本移動の

存在によって増幅されることにある。 
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Ⅰ はじめに 
  
 ここ数年に渡る中国経済の急激な経済成長に対して、日本で「中国脅威論」が論じられ

ているように、発展途上国経済の急速な成長が、先進国において失業問題や産業空洞化問

題といった経済的な不安を与えることがある。このような不安が起こる原因は、途上国の

工業化とは先進国から技術を導入することによって実現するものであり、先進国の既存産

業の一部を比較劣位化させ縮小･消滅へと追いやるものと考えられているからである。近年

グローバリゼーションの進展と共に、低賃金を武器に先進国から技術を導入して急速に成

長する途上国との国際競争が激しくなる中で、先進国において途上国の工業化に伴う経済

的不安はますます強くなっている。 
 途上国の技術進歩によって既存産業の一部が消滅したとしても、先進国は経済的利益を

得ることができるだろうか？Dornbusch et al.(1977)では、2 国多数財のリカードモデルを

用いて、相手国の技術進歩によって自国のいくつかの産業が比較優位を失いその生産を相

手国に譲ることになったとしても、自国の実質所得が増加するために経済厚生は改善する

ことが示されている。すなわち、相手国の技術進歩による自国の既存産業の消滅は、短期

的には失業を生むが、既存産業から解放された労働を比較優位産業に配分しなおすことに

よって自国は従来以上の経済的利益を得ることができるのである。 
 Dornbusch et al.(1977)は静態的なリカードモデルを用いた分析だったが、Grossman-H 

elpman(1991 ch.11)は R&D 活動によって新技術を開発する北の先進国と、北から生産技術

を導入してその市場を奪う南の途上国からなる動態的な南北貿易モデルを用いて、南の存

在が北の経済に与える影響について分析している。彼らのモデルにおいては、南は北の企

業が生産している製品の生産技術を模倣した後に、低賃金労働による生産によって北の企

業からその市場を奪う存在として扱われている。このため、R&D 活動によって新製品を開

発して独占利潤を得ている北の企業にとって、南の存在は自ら得るはずだった独占利潤を

消滅させるリスク要因として捕らえられることになる。南の存在による独占利潤喪失のリ

スクは、新製品開発による独占利潤を目的とした北の R&D 活動の誘因を低下させる方向に

働くが、にもかかわらず、彼らの分析では南が存在しているときの北の R&D 活動の水準は、

閉鎖経済時よりも高くなることが示されている。この理由は次のようなものである。技術

模倣によって北から市場を奪う南の存在は、直接的には市場喪失のリスク増大によって

R&D 活動から得られる北の独占利潤の期待値を低下させる一方で、技術模倣のリスクを逃

れた企業にとっては、南の技術模倣による既存製品の生産の消滅は、国内の生産要素市場

における競合者の減少を通じて以前よりも多くの独占利潤を得ることを可能とする。この

要素市場を通じた間接的な独占利潤増大の効果が直接的な期待独占利潤減少の効果を上回

るため、技術模倣を行う南の存在は北の R&D 活動を活発化させる効果を持つのである。 
 Grossman-Helpman(1991 ch.11)は長期的な均衡状態である定常状態に関する分析であ

ったが、Helpman(1993)、大川(2002)では定常状態への移行過程まで考慮して、南北間の
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技術移転率の変化が南北の経済厚生に与える影響を分析している。二つの研究で共通する

ことは、北から南への技術移転率の上昇は、短期的には独占利潤喪失のリスク上昇による

直接効果が強く働き、北の R&D 活動の水準を抑制する方向に働くが、長期的には要素市場

を通じた間接的な利潤増大の効果が強くなり、R&D 活動の水準を高める方向に働くことで

ある。短期的な R&D 活動の縮小は北の経済厚生を悪化させる方向に働くが、長期における

R&D 活動の拡大による厚生改善効果が短期的な厚生悪化効果を上回るため、技術移転率の

上昇による北の R&D 活動の水準の変化は北の経済厚生を改善させる方向に働く。この厚生

改善効果が、交易条件が悪化することによる厚生悪化効果を上回るとき、技術移転率の上

昇によって北の経済厚生は改善することになる。しかし、Helpman(1993)や大川(2002)で
は、南北間の国際資本移動は存在せず、南北の資本市場は分断されていると考えられてい

た。グローバリゼーションが進む現在、世界の資本市場の統合は今後さらに進んでいき、

南北間の国際資本移動はますます活発化していくだろう。このような状況の中、国際資本

移動が存在しないという Helpman(1993)や大川(2002)の設定は少々非現実なものと考えら

れる。 
本稿では、Helpman(1993)で分析された南北モデルについて、南北間の資本移動が自由

に行われると設定して、北から南への技術移転率の上昇が南北の経済厚生に与える影響に

ついて分析している。Helpman(1993)のモデルでは南北の資本市場は分断されていると考

えていたのに対し、本稿のモデルでは南北の資本市場は統合されていると考えるのである。

Helpman(1993)のモデルと本稿のモデルによる分析を比較することによって、グローバリ

ゼーションの進行による国際資本市場の統合が、技術移転率の上昇による南北の経済厚生

の変化に関する議論をどのように変えてしまうのかを、本稿では示していく。結論を先に

簡単に述べると、資本市場が統合されているケースでは、技術移転率の上昇が南北経済に

与える経済的利益は資本市場が分断されているケースよりも小さなものとなる。、特に北の

経済については、資本市場が統合されているケースの方が南への技術移転率上昇によって

経済厚生が悪化する可能性が高くなることが本稿では示されている。 
 次節では、モデルの設定を示す。続く第Ⅲ節では、定常状態への移行過程と定常状態を、

資本市場が統合されているケースと分断されているケースについてそれぞれ示していく。

第Ⅳ節では、北から南への技術移転率の上昇が各内生変数に与える影響を比較動学につい

て示し、その結果を用いて第Ⅴ節で技術移転率の上昇が南北の経済厚生に与える影響を、

資本市場が統合されているケースと分断されているケースについて調べてその結果を比較

する。最後第Ⅵ節では結論と今後の課題について述べている。 
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Ⅱ モデル1 
 

北と南の二つの地域からなる世界を想定する。家計の選好と生産技術は北と南でまった

く同じであり、北と南の違いは今まで消費されていない新しい製品を開発することができ

るかどうかのみとする。 
南北両地域の代表的家計は、次のような異時点間の効用関数を持つ。 

∫
∞ −−=
t

t dDeU τττρ )](log[)(                        (１) 

ρは家計の主観的な割引率、Ｄ(τ)はτ期における瞬時的な効用を示している。家計は水平

的に差別化された製品を消費しており、瞬時的な効用関数は Dixit-Stiglitz 型の次のような

関数になるものとする。 

    αατ /1

0
])([)( ∫=

n
djjxD                           (２) 

ｘ(ｊ)は差別化製品ｊの消費量、ｎは市場で購入可能な差別化製品数を表す。両地域の家計

が直面する異時点間の予算制約は次のようなものになる。 

  ( ) ( )[ ] ( ) ( ) ( )[ ] ( ) ( )tAdYedEe i

t

itRR

t

itRR iiii
+≤ ∫∫

∞ −−∞ −− ττττ ττ  ,(ｉ＝Ｎ,Ｓ)       (３) 

ｉはどの地域についての変数であるかを示しており、Ｎは北､Ｓは南についての変数であ

ることを示す。Ｒｉ(τ)は０時点からτ時点間における安全資産の市場利子率を累積したも

のである。Ｅｉ(τ)とＹｉ(τ)はそれぞれτ時点における支出と所得を、Ａｉ(ｔ)はｔ時点にお

いて家計の保有する資産の価値をそれぞれ示す。 
 (１)と(３)から、異時点間の効用最大化により各地域の消費支出の経路は次のように導出

される。 

    ρ−= i
i

i
r

E
E&

   ,(ｉ＝Ｎ,Ｓ)                      (４) 

iE& は支出の変化( dtdEi )を、ｒｉはｉ地域の各時点における安全資産の市場利子率( iR&= )
を示す。南北の資本市場が分断されているとき、両地域の市場利子率は異なる値をとりえ

るが、資本市場が統合されているときには、両地域の市場利子率は常に等しいものとなる。 
 瞬時的な効用関数(２)より、差別化製品ｊに対する需要関数ｘ(ｊ)が次のように導出され

る。 

    E
djjp

jpjx n

∫ −

−

=

0

1 ')'(

)()(
ε

ε

                         (５) 

 ｐ(ｊ)は差別化製品ｊの価格、Ｅ(＝ＥN＋ES)は世界全体の消費支出、ε＝1/(1－α)>1 は

                                                  
1 本論文のモデルは、国際資本移動に関する設定以外は Helpman(1993)に基づいている。 



 4

各差別化製品間の代替の弾力性を表している。 
次に差別化製品の供給についての設定を行う。生産要素は労働のみであり、常に完全雇

用が成立しているとする。各差別化製品の生産に対する単位労働投入量は、南北共通して 1
とする。南北両地域の家計が消費できる差別化製品数ｎは、北で行われる R&D 活動によっ

て増加する。北の企業は R&D 活動に労働を投入することによって、これまで消費すること

のできなった新製品を開発することができるものとする。新製品を開発した北の企業はそ

の差別化製品を独占的に供給することができる。差別化製品に対する需要関数(５)より北の

企業の独占価格ｐNと独占利潤πNは次のようになる。 

    
α

N
N wp =  ， ( ) NNN xpαπ −= 1                      (６) 

ｗNは北の賃金率、ｘNは北の企業による生産量を示している。 
 南の企業は、自ら新製品を開発することはできないが、北で既に開発された差別化製品

の生産方法を学習することによって、その生産が可能になるものとする。一旦南の企業が

差別化製品の生産技術を得ることができると、低い労働コストを武器に北の企業からその

差別化製品の市場を奪うことができる。南での差別化製品の生産は完全競争市場によって

行われるものとすると、南で生産される差別化製品の価格 pS は南の労働賃金 wS に等しく

なる。さらに南の労働賃金をニュメレールと仮定することによって、ｐS＝ｗS＝１となる。 
 次に R&D 活動について考える。北の企業は、新しい差別化製品を開発するためにａ/ｎ
単位の労働を R&D 活動に投入しなければならない。ａはＲ＆Ｄ活動の生産性を表すパラメ

ータである。また、これまで北で開発されてきた差別化製品数ｎが多いほど、新しい製品

の開発に必要な労働投入量は少なくなると仮定されている。これは研究開発における学習

効果を考慮しており、過去に開発されてきた差別化製品数が多くなるほど、新たな製品開

発コストは下がっていくものとしている。北の企業は R&D 活動の費用ｗNａ/ｎと、新製品

開発によって得られる独占利潤の現在価値(新製品の設計図の市場価値)を考慮して、R&D
活動を行うかどうかを決定する。新製品の設計図の市場価値をｖNとすると、北の企業のＲ

＆Ｄ活動への参入条件は、次のようになる。 

    
n

awv
N

N =                               (７) 

 次に資本市場についての設定を行う。資本市場においては、安全資産と北の企業が発行

する株式の 2 種類の金融資産が存在しているものとする。家計は貯蓄を安全資産か株式の

購入によって行うため、資本市場の裁定条件より安全資産の市場利子率と北の企業の発行

する株式の収益率は等しくなる。北の企業は資本市場に株式を発行することによって R&D
活動の費用を調達し、差別化製品の販売によって得る独占利潤から株式に対する配当を支

払っていく。南の企業が差別化製品の生産技術を得ると、北の企業は南の企業にその市場

を奪われ独占利潤を得ることができなくなるため、北の企業の発行する株式の収益率はそ

のリスクを考慮して考えなければならない。このことを考慮すると資本市場における裁定
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条件は次のようになる。 

N
N

S

N

N

N

N
r

n
n

v
v

v
=−+

&&π
                          (８) 

 ｎNとnSは、それぞれ北と南で生産されている差別化製品数を表している(ｎ＝ｎN＋ｎS)。
(８)の右辺は安全資産の市場利子率を、左辺は南によって市場を奪われるリスクを考慮した

北の企業の発行する株式の期待収益率となっている2。(８)の左辺第一項は瞬時的な利潤率

を、第二項はキャピタル・ゲイン(or ロス)を表している。第三項は北の企業が南の企業によ

る技術模倣によって独占利潤を失う確率を表しており、北の企業の株式が持つリスク要因

を表している。 
最後に財市場と労働市場の均衡条件について述べる。差別化製品に対する需要関数(５)

より、各差別化製品についての需給均衡条件は次のようになる。 

     ( )
( ) ( ) εε

ε

−−

−

+
= 11 NNSS

i
i

pnpn

Epx ， (ｉ＝N,S)                  (９) 

続いて北の労働市場の完全雇用条件は次のようになる。 

    NNN Lxnn
n
a

=+&                            (10) 

LNは北の労働賦存量を表している。(10)の左辺の第一項は R&D 活動に投入される労働量、

第二項は差別化製品生産に投入される労働量を表している。南の労働は差別化製品の生産

にのみ投入されているので、南の完全雇用条件は次のようになる。 

    SSS Lxn =                               (11) 
LS は南の労働賦存量を表している。財市場均衡と労働市場均衡より南北の相対賃金ｗN は、

次のようになる。 

α

α
−












−
=

1

agL
L

n
nw N

S

S

N
N                         (12) 

 
 

 

                                                  
2 北の企業の発行する株式の期待収益率は次のように考えられる。北の企業は長さ dt の期

間にπNdt の利潤を得る。長さ dt の期間に Sn& dt の製品が南の企業に市場を奪われるため、

北の企業は Sn& dt/ｎNの確率でｖNの大きさのキャピタル・ロスを被ることになる。そうでな

ければ、北の企業は Nv& dt のキャピタルゲインを得ることができる。このことより、北の企

業の株式に対する予想収益の合計は dtv
n

dtnv
n

dtndt N
N

S
N

N

S
N &

&&








−+− 1π となる。これをｖNdt で

割り、dt を小さくして極限をとることによって(８)の左辺が導出される。 
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Ⅲ 移行過程と定常状態 
 
 本節では定常状態への移行過程について示す。定常状態への移行過程は、南北の資本市

場が統一されているか分断されているかによって異なる。本節では、まず南北の資本市場

が統一されているケースにおける移行過程と定常状態について示し、その後 Helpman 
(1993)で導出された南北の資本市場が分断されているケースにおける移行過程と定常状態

について簡単に示す。 
 
ａ：南北の資本市場が統合されているケース 
 まず、南北両地域で生産されている差別化製品数の変化について示す。北のＲ＆Ｄ活動

による両地域が消費できる差別化製品数 n の増加率を技術開発率ｇ( nn&= )、北で生産され

ている差別化製品のうち南へとその生産が移っていく差別化製品数の割合を技術移転率ｍ

＝ NS nn& とする。このとき総差別化製品数のうち北で生産されている差別化製品数の割合

を ζ(＝ｎN/ｎ)とすると、ζの変化は次のような式で表される。 
    ( )ζζ mgg +−=&                             (13) 
 (13)と北の企業のＲ＆Ｄ活動への参入条件(７)、および南北の相対賃金(12)より、北で生

産されている差別化製品の設計図の市場価値ｖNの変化率は次のように導出される。 

    ( ) ( )
( ) g

agL
gamgg

v
v

NN

N
−













−
+

−
+−

−=
&&

ζζ
ζ

α
1

1                    (14) 

 世界全体の消費支出 E は、北における差別化製品の総生産額 INと南における差別化製品

の総生産額 ISを足したものに等しくなる(E＝IN＋IS)。IS＝ｐSnSxS(＝pSＬS)となるが、南の

賃金をニュメレールと考えているため南の所得 IS は定数となる。一方、IN＝pNnNｘN の変

動は、(６),(７),(10)より次のようになる。 

    g
v
v

agL
ga

I
I

N

N

NN

N
++

−
−=

&&&
                        (15) 

 IS が定数となるため、世界全体の消費支出の変化率は ( ) ( )NNN IIEIEE && ⋅= となる。こ

のことと(４)より、国際資本市場の利子率ｒは次のような式となる。 

    ρ+











++

−
−= sg

v
v

agL
gar N

N

N

&&
   ただし、

E
Is

N
=              (16) 

(16)と(６),(８),(10)よりｖNの変化率は次のようになる。 

    










 −−
−+

−
+













−
−

−
=

ζα
αρ

a
agLm

sagL
gag

s
s

v
v N

NN

N 1
1

1
1

&&
             (17) 

(14)と(17)より、技術開発率ｇの変化は次のように導出される。 

( )( ) ( ) ( ) ( )( ) ( ){ }
( ) 












−
+−−−

−







−

−
−++








−

+−−
=

ζζ
ζα

αζ
αρ

α 1
111

11
1 mggsg

a
Lmgg

a
L

ss
g

NN
& (18) 
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(13)と(18)より、ｇとζに関する連立微分方程式体系が導出される。 
 ｇとζが一定値をとる定常状態におけるｇとζの関係は、(13)と(18)において 0,0 == g&&ζ

と置くことによって次のように導出される。 

    
mg

g
+

=ζ                                                            (19) 

    
( ) ( )mgg

a
LN

++=







−

− ρζ
α
α1                                          (20) 

g とζ は定常状態におけるｇとζの値を示している。 
 (13),(18)の微分方程式体系を定常点近傍で線型近似することによってｇとζの微分方程

式の解は次のようになる。具体的な導出方法は Appendix で示されている。 

    ( ) ( )[ ] tet
*

0 λζζζζ −−+=                         (21)         

    ( ) ( )[ ] tegtg
**0 λζζ −Λ−−=                                            (22) 

 
ｂ：南北の資本市場が分断されているケース 
 南北の資本市場が分断されていて、国際間の資本移動が自由でないケースにおける移行

過程ついては Helpman(1993)で分析されている。北で生産されている差別化製品数の割合

ζの変化は資本市場が統合されているケースと同じく(13)で表される。一方、南北間の国際

資本移動が存在しないとき、北の貿易収支は常に均衡しているため、北の消費支出 ENは北

における差別化製品の総生産額 IN＝pNnNｘNと常に等しくなることと、(４),(７),(15)より技

術開発率ｇの変化は次のように導出される。 

    



















−

−
−++








−= g

a
Lmgg

a
Lg

NN

αζ
αρ 1

&                                 (23) 

 (13)と(23)より導出される定常状態におけるｇとζの関係は(19),(20)と同一のものとなる。

このことより、南北の資本市場が統合されているいないにかかわらず定常状態におけるｇ

とζの値は同じものとなることがわかる。 

 (13),(23)の微分方程式体系を定常点近傍で線型近似することによってｇとζの微分方程

式の解は次のようになる。具体的な導出方法は Appendix で示している。 
    ( ) ( )[ ] tet λζζζζ −−+= 0                         (24)         

    ( ) ( )[ ] tegtg λζζ −Λ−−= 0                                             (25) 
 
ｃ：移行過程の比較 
 南北の資本市場が統合されてる場合と分断されている場合とでは、定常状態におけるｇ

とζの値は等しいが移行過程は異なる。 λλ >* , Λ>Λ* より、同じζ(０)(＜ζ )から始まっ
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て定常状態へ収束するまでのｇとζの値の変化を図示すると図 1 のようになる。 
 
      
  
 
  
 
 
 
 
 

Ⅳ 南北間の技術移転率の変化に関する比較動学 
 
 本節では、すでに定常状態にある南北経済において、南の学習能力向上によって北か

ら南への技術移転率ｍが上昇したときに起こる変化を比較動学によって分析する。資本市

場が南北で統合されているときと統合されていないときとの比較を考慮するために、両方

のケースについて初期の定常状態においては両地域の貿易収支は均衡しており、対外資産

も存在していないものとする。なお、本節以降で示されるすべての Proposition の証明は

Appendix で行われている。 
まずｍの変化が g とζ に与える影響だが、 g とζ の関係式は資本市場が統合されている

ケースも分断されているケースも(19),(20)という同じ式となるため、ｍの変化に伴う g とζ

の変化は次のように両ケースで同様になる。 
 
Proposition.1 
 技術移転率ｍの上昇が、定常状態における技術移転率ｇと、北で生産される差別化製

品数の比率ζに与える影響は、資本市場が分断されているケースと統合されているケー

スにかかわらず次のようになる。 

    0>= ρ
D
g

dm
gd

 ， 01
<−=

α
ζ

D
g

dm
d

   ただし、 ( )21 gmmD ++=
α

ρ    (26) 

 
 (21),(22),(24),(25)より、ｍが上昇した後に新たな定常状態へ収束するまでのｇとζの変

化は次のように導出される。 

 
( ) [ ]

dm
de

dm
td t

ICM

ζζ λ*
1 −−=  ， 

( )
dm
de

dm
gd

dm
tdg t

ICM

ζλ** −Λ+=   (資本市場統合のケース)(27) 

 
( ) [ ]

dm
de

dm
td t

DCM

ζζ λ−−= 1  ，
( )

dm
de

dm
gd

dm
tdg t

DCM

ζλ−Λ+=    (資本市場分断のケース)(28) 

ζ

ζ(0)

ζ

時間ｔ 

ｇ

g  

時間ｔ

資本市場が統合されているケース 資本市場が分断されているケース

図 1 定常状態への移行過程 

０ ０
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DCM□ は資本市場が分断されているケース、 ICM□ は資本市場が統合されているケースにお

ける結果をそれぞれ示している。(27)と(28)より、技術移転率ｍが上昇した後に、新たな定

常状態に収束するまでのｇとζの経路について次の定理が導出される。 
 
 Propositon.2 
  定常状態にあるｔ＝０期において技術移転率ｍが上昇するとき、 

   
( ) ( ) 000

<<
DCMICM dm

dg
dm

dg  

   
( ) ( )

DCMICM dm
tdg

dm
tdg

<  ),0[ Tt∈  ，
( ) ( )

DCMICM dm
tdg

dm
tdg

>  ),( ∞∈ Tt ， ０＜T＜∞ 

   
( ) ( ) 0<<

DCMICM dm
td

dm
td ζζ

   ),0( ∞∈t  

 
      
  
 
  
 
 
            

 
 
 
Proposition.2 より、０期にｍが上昇した後に新たな定常値へと収束するｇとζの経路を

図示したものが図 2 である。図 2 が示すように北から南への技術移転率ｍが上昇したとき

のｇとζの変化は南北の資本市場が統合されているか分断されているかで異なる。Helpma 
n(1993)で述べられているように、北から南への技術移転率ｍの上昇は、短期的には北の差

別化製品企業の独占利潤消滅のリスクを高めることによって、Ｒ＆Ｄ投資の期待収益を低

下させるため、R&D 活動を抑制する方向に働く。しかし、南の技術導入による北の既存企

業の消滅は、南によって市場を奪われるリスクを逃れた企業にとっては、より多くの労働

者を雇用し、以前よりも大量の生産を行うことによって、より多くの独占利潤を得ること

が可能となることを意味している。長期的にはこの独占利潤増加の効果が利潤消失リスク

上昇の効果を上回るために、北の R&D 活動は長期的に見るとｍの上昇前と比べて促進され

ることになる。このため、ｍの上昇は短期的には技術開発率ｇを低下させるが、長期的な

均衡状態である定常状態においては、ｍの変化前の水準よりも高い技術開発率 +g に到達す

資本市場が統合されているケース 資本市場が分断されているケース

図２ 技術移転率ｍの上昇に伴うｇとζの経路 

ζ

+ζ

ζ

時間ｔ 
０

ｇ

g  

時間ｔ

+g  

０ 

ζ , g －ｍが上昇する前の定常値  +ζ , +g －ｍが上昇した後の定常値 

T 
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ることになる。このことは資本市場が統合されているケースにおいても分断されているケ

ースにおいても成立している。しかし、図 2 で示されているように、最終的に収束する定

常値 +g は同じだが、ｍの上昇直後における短期的なｇの低下の度合いは資本市場が統合さ

れているケースの方が大きくなるのである。 
 一方、北で生産されている差別化製品数の比率ζの変化については、ｍの上昇直後にお

けるｇの低下の度合いが資本市場が統合されているケースの方が大きいため、ｍの上昇直

後におけるζの低下の度合いも資本市場が統合されているケースの方が大きくなる。その

後、新しい定常状態へ移行する過程で資本市場が統合されているケースの方が分断してい

るケースよりもｇの値が高くなるため、ζが低下する速度は統合されているケースの方が

緩やかになっていき最終的には資本市場が統合されているケースも分断されているケース

も同じ定常値に収束することになるのである。 
 このように、資本市場が分断されているケースと統合されているケースを比較すると、

短期におけるｇとζの変化は資本市場が統合されているときの方がより急激なものとなる

ことがわかる。なぜこのようなことが起こるのかを知るために、まずｍの上昇に伴う南北

両地域の貿易収支の変化について分析する。南北間の資本市場が分断されており、国際間

資本移動が存在しないとき、両地域の貿易収支は常に均衡している。このため、各地域の

差別化製品の総生産額と国民支出は常に等しくなっている (IN＝EN, IS＝ES)。しかし、両地

域の資本市場が統合されて国際資本移動が可能となると、貿易収支は常に均衡する必要が

なくなる。両地域の貿易収支をそれぞれ TBi＝Ii－Ei(i＝N,S)とすると、南北の資本市場が

統合されているケースにおいて、技術移転率ｍの上昇が両地域の貿易収支に与える影響に

ついて次の定理が成立する。 
 
 Propositon.3 
  定常状態にあるｔ＝０期において技術移転率ｍが上昇するとき、 

   
( ) ( ) 0,0 ><

dm
tdTB

dm
tdTB NS

   ),0[ *Tt∈   ただし、０＜T＊＜∞ 

   
( ) ( ) 0,0 <>

dm
tdTB

dm
tdTB NS

   ],( * ∞∈ Tt  

 
 Propositon.3 が示していることは、北から南への技術移転率ｍが上昇した直後は、北の

貿易収支は黒字、南の貿易収支は赤字となるが、新たな定常状態へと収束する過程におい

て北の貿易収支は赤字、南の貿易収支は黒字に転じることになるというものである。この

ような貿易収支の変化は南北間の国際資本移動の結果生じる。先にも述べたように、技術

移転率ｍの上昇は北の企業の株式の期待収益率を短期的に低下させるが、この期待収益率
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の低下によって北の家計の貯蓄の一部は南の安全資産へと投資されることになる3。このた

め、北の資本収支は赤字となる。新しい定常状態への移行過程において、北の企業の株式

の期待収益率は回復することになるので、北からの南への国際資本移動は徐々に縮小して

いき、新しい定常状態においては南北間の国際資本移動はなくなり資本収支は均衡するこ

とになる。一方、新しい定常状態に到達するまで北が保有する南の安全資産は増加してい

くため、対外資産からの収益の送金を示す北の所得収支の黒字は、新しい定常状態に移行

するにつれてどんどん大きくなっていく。これらのことを考えると、貿易収支＋所得収支

＋資本収支＝０より、短期的には北の資本収支の赤字が大きくなり貿易収支は黒字となる

が、長期的には所得収支の黒字が大きくなるため貿易収支は赤字となるのである。技術移

転率ｍの上昇に伴う北の国際収支の変化を表 1 にまとめる。 
 
表 1 ｍの上昇に伴う北の国際収支の動き 

時間  ０                         ∞ 
貿 易 収 支 黒字                        赤字 
資 本 収 支  赤字         赤字縮小           ゼロ 
所 得 収 支  ゼロ         黒字拡大           黒字 

 
表 1 を元にして、資本市場が統合されているときになぜｍの上昇に伴う技術開発率ｇの

短期的な低下が大きくなるかについて説明する。国際資本移動が自由であるとき、ｍの上

昇に伴う北から南への資本流出は、南にとって貿易収支を赤字にして差別化製品の生産額

IS以上の消費を行うことが可能になることを意味する。IS＝ｐSnSxS＝LSと定数となるため、

南が生産額以上の消費を行うためには、北がその分の差別化製品の生産を行わなければな

                                                  
3 南北間の国際資本移動の方向は、国際資本市場が南北に分断されているときにｍの上昇が

両地域の市場利子率にどのような影響を及ぼしているかを見ることによって知ることがで

きる。資本市場が分断されているケースにおける北の市場利子率ｒNは貿易収支均衡条件

EN＝pNnNｘNと(４),(６),(10),(12),(13)より ( ) ( ) ( ) ρρα
ζ

ζ
ζ
α

+













++−


























−+

−
+−−

= mgg
a

Lmggr
N

N
1

1

となる。移行過程におけるｇとζの変化を考慮するとｒNは新しい定常状態に達するまで常

にρを下回ることがわかる。南の市場利子率 rSは移行過程においても常にρに等しいため、

資本市場が分断されているケースにおける rNと rSの経路は次の図のようになる。 
 
ρ 

ｔ

ｒN

ｒS 

 
 この図より、移行過程においては北から南へと国際資本移動が発生しており、新しい定

常状態へと収束するにつれてその大きさは縮小していくことがわかる。 
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らなくなる。このため、北は資本市場が分断されているときに比べて多くの労働者を差別

化製品の生産に配分されなければならなくなり、その分 R&D 活動に従事する労働者は少な

くなり、北の技術開発率ｇは資本市場が分断されているケースに比べてさらに低下するこ

とになるのである。 
 最後に、ｍの上昇に伴う南北の相対賃金ｗNの変化については次の定理が成立する。 
 
 Propositon.4 
  定常状態にあるｔ＝０期において技術移転率ｍが上昇するとき、 

   
( ) ( ) 0<<

DCM

N

ICM

N

dm
tdw

dm
tdw

   ),0[ ∞∈t    

 
Proposition.4 より、０期にｍが上昇した後のｗNの経路を図示したものが図３である。P 

roposition.２で示されているように、ｍの上昇直後におけるｇとζの値の減少は資本市場が 
統合されているケースの方が大きいわけだが、このことは北における R&D に関する労働需 
要と差別化製品生産における労働需要の減少のいづれも資本市場が統合されているケース

の方が大きいということを意味する。このため、ｍの上昇直後におけるｗNの低下は資本市

場が統合されているケースのほうが大きくなるのである。 
 
      
  
 

 
 
 

 
 

Ⅴ 経済厚生分析 
 
 この節では、前節の結果を受けて北から南への技術移転率ｍの上昇が南北の経済厚生に

与える影響について、資本市場が分断されているケースと統合されているケースとで比較

を行っていく。ｍの上昇が経済厚生に与える影響については、南北の資本市場が分断され

ているケースについて分析している Helpman(1993)に基づいて考えていく。 
 瞬時的な効用関数(2)と各差別化製品に対する需要関数(5)より、各時点における南北両地

域の間接効用関数は次のようなものになる。 
     log uｉ= log Eｉ－log P (ｉ＝Ｎ,Ｓ)                  (29) 
P は差別化製品消費に関する価格指標であり次のようなものになる。 

資本市場が統合されているケース 

資本市場が分断されているケース 

図３ 技術移転率ｍの上昇に伴うｗNの経路 

ｗN 

+Nw  

Nw  

時間ｔ
０ 

Nw －ｍが上昇する前の定常値 

+Nw －ｍが上昇した後の定常値 
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     ( ) ( ) ( )( ) ( )εεεε ζζ
−−−−





 −+=

111111 1 SN ppnP                 (30) 

 (29)と(30)より各時点における各地域の国民一人当たりの効用水準は次のようなものと

なる。 

     ( )[ ]
NN

N
N

Lp
Enu log1log

1
1log

1
1log +−+

−
+

−
= αθζζ

εε
              (31) 

     ( )[ ]
SS

S
S

Lp
Enu log1log

1
1log

1
1log +−+

−
+

−
= − ζζθ

εε
α                  (32) 

           ただし、 εθ 1=S

N

p
p

， 
ζ

ζθ
−−

=
1agL

L
N

S
 

 異時点間の効用関数(1)より、ｍが上昇してから将来にわたる両地域の効用水準の現在価

値の変化は次のようになる。 

     
( )

∫
∞ −=

0

log0 dt
dm

ude
dm

dU i
t

i
ρ   (ｉ＝Ｎ,Ｓ)               (33) 

 Helpman(1993)に倣って、技術移転率ｍの上昇が南北の経済厚生に与える影響を次の 4
つの要因に分解して考えていく。 

     
( ) ( ) N

s
N
en

N

dm
dU

∆+∆+∆
−

=
1

10
ε

 ただし、 ζθ ∆+∆=∆ NN
e           (34) 

     
( ) ( ) S

s
S
en

S

dm
dU

∆+∆+∆
−

=
1

10
ε

  ただし、 ζθ ∆+∆=∆ SS
e                    (35) 

       ( )∫
∞ −≡∆
0

log dttne
dm
d t

n
ρ  

       
( )
( )

( )
∫
∞ −

−

−+
−

≡∆
0

1

1
1 dt

dm
tde tN θ

θζζ
θζα ρ

α

α

θ  ， ( )
( )

∫
∞ −

−+
−≡∆

01
dt

dm
tde tS θ

θζζ
θζα ρ

αθ  

       ( )
( )

∫
∞ −

−+
−

−≡∆
01

1 dt
dm

tde t ζ
θζζ

θ ρ
α

α

ζ  

       
( )
( )

( )
( )∫

∞ −≡∆
0

log dt
tpL

tI
tI
tEe

dm
d

NN

N

N

N
tN

s
ρ  ， 

( ) ( )
∫
∞ −≡∆

0
log dt

pL
tI

I
tEe

dm
d

SS

S

S

S
tS

s
ρ  

 n∆ は消費者が入手できる差別化製品数ｎの変化に伴う経済厚生の変化を表しており、こ

の変化は南北の消費者にとって同様なものとなる。技術開発率ｇが高くなるほど差別化製

品数 n の増加率が高くなるため、南北両地域の家計はより多くの種類の差別化製品を消費

できるようになり南北両地域の経済厚生は改善される。 S
e

N
e ∆∆ , は、実質支出の変化に伴う

南北の経済厚生の変化を表しており、これはさらに交易条件の変化に伴う経済厚生の変化

SN
θθ ∆∆ , と、北で生産されている差別化製品数の比率ζの変化に伴う経済厚生の変化 ζ∆ に分

解される。南北の交易条件は両地域で生産される差別化製品の価格の比率で表されており、
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ｐN/ｐS＝ｗN/αとなる。ｗNが低下して南北の賃金格差が縮小すると、北の交易条件は悪化

し南の交易条件は改善することになる。このため、北の相対賃金ｗNの低下は北の経済厚生

には悪い方向に働く一方で、南の経済厚生には改善する方向に働く。一方、北で生産され

ている差別化製品数の比率ζの低下は、南の低賃金労働によって生産される差別化製品の

比率が増大することを示しており、このことは低価格で購入できる差別化製品の比率が増

大するという意味で南北両地域の経済厚生を改善させる効果を持つ。最後に S
s

N
s ∆∆ , は異時点

間の支出経路の変化に伴う南北の経済厚生の変化を表している。Ei/Ii(i=N, S)は国内支出と

差別化製品の生産によって得た国内所得の比率を示しており、貿易収支が均衡している時

(Ei＝Ii)は１となるが、外国への資本流出もしくは外国から投資された資本に対する利子支

払などが存在していて貿易収支が黒字となるときは Ei/Ii＜１となる。反対に、外国からの

資本流入もしくは外国へ投資した資本からの利子所得の受取などによって貿易収支が赤字

となるときは Ei/Ii＞１となる。貿易収支が赤字となり、国内生産額以上の支出が可能とな

る場合、支出の増加はその地域の経済厚生を改善させる方向に働く。一方、Ii/(Liｐi)は自ら

の地域で生産される差別化製品の価格で測った労働者一人当たりの差別化製品の実質生産

額を示している。南については IS/(LSｐS)＝１となるため、常に定数となる。北については、

(10)より IN/(LNｐN)＝(１－aｇ/LN)となるため、技術開発率ｇが上昇すると IN/(LNｐN)は減

少して、北の経済厚生を悪化させる方向に働く4。これは、ｇの上昇が R&D 活動に投入さ

れる労働の増加を意味しており、差別化製品の生産に投入される労働量の減少を通じて差

別化製品の生産額の減少につながるためである。 
 これら 4 つの要因について、資本市場が統合されているケースと分断されたケースそれ

ぞれにおける符号とその大小関係を調べていく。まず、 n∆ については次のことが成立する。 

 
 Propositon.5 
  定常状態において技術移転率ｍが上昇したとき、それに伴う消費可能な差別化製品数

の変化は、資本市場が分断されているケースでは南北両地域の経済厚生を改善させる方

向に働くが、資本市場が統合されているケースでは南北両地域の経済厚生を悪化させる

方向に働く。 

             0>∆ DCMn  ， 0<∆ ICMn  

 
 Proposition.5 が示すように、技術移転率ｍの上昇に伴う差別化製品数 n の変化が南北の

経済厚生に与える影響は、資本市場が統合されているケースと分断されているケースでそ

の方向が異なる。このことは、Proposition.２が示すようにｍの上昇に伴う技術開発率ｇの

変化が資本市場が統合されているケースと分断されているケースとで異なるためである。

                                                  
4 資本市場が分断されているケースでは aｇ/LNは北の貯蓄率もしくは投資率と一致する。

詳しくは Helpman(1993)参照。 
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両方のケースにおいて、技術移転率ｍの上昇は短期的には技術開発率ｇを低下させるが、

新しい定常状態へ収束する過程においてｇの水準はｍの上昇前の水準に回復し、最終的に

元の定常値よりも高い技術開発率 +g を実現することになる。ｍの上昇に伴う短期的なｇの

低下は差別化製品数 n の増加率を低下させるために南北の経済厚生を悪化させる方向に働

くが、ｇの水準がｍの変化前の水準を越えるにつれて n の増加率も上昇するために、ｍの

上昇は長期的には南北の経済厚生を改善する方向に働く。しかし、これらの効果を現在価

値として評価するとき、ｍの上昇に伴うｇの変化が南北の経済厚生にどのような影響を与

えるかは、短期的な経済厚生の損失と長期的な経済厚生の改善のどちらがより大きなもの

となるのかに依存する。資本市場が分断されているケースでは、短期的な経済厚生の損失

を上回る長期的な経済厚生改善の効果が発生するために n∆ は正の値となる。これに対し、

資本市場が統合されているケースでは、ｍの上昇に伴う短期的なｇの低下が分断されてい

るケースに比べて大きくなるため、短期的な経済厚生の損失が大きく評価され、長期的な

経済厚生改善の効果をも上回ることになるのである。 
 次に、北で生産されている差別化製品数の比率ζの変化と、南北の交易条件の変化が南

北の経済厚生に与える影響 ζ∆ , SN
θθ ∆∆ , について次の定理が成立する。 

 
 Propositon.6 
  定常状態において技術移転率ｍが上昇したとき、北で生産されている差別化製品数の 
比率ζの変化は南北両地域の経済厚生を改善させる方向に働くが、資本市場が統合され 
ているケースの方がその改善の度合いは大きくなる。 

             0>∆>∆
DCMICM ζζ  

  一方、南北の交易条件の変化は、北の経済厚生を悪化させる方向に、南の経済厚生を 
改善させる方向に働くが、その悪化・改善の度合いは資本市場が統合されているケース 
の方が大きくなる。 

       0<∆<∆
DCM

N
ICM

N
θθ  ， 0>∆>∆

DCM
S

ICM
S

θθ  

              
 ｍの上昇に伴う北で生産されている差別化製品数の比率ζの低下(Proposition.2)は、南北

両地域の経済厚生を改善させる方向に働くが、ζの低下の度合いは資本市場が統合されて

いるケースの方が大きくなるため、この厚生改善効果は統合されているケースの方が大き

くなる。 
 一方、ｍの上昇に伴う北の相対賃金 wNの低下(Proposition.4)は、北の交易条件の悪化と

南の交易条件の改善をもたらす。この交易条件の変化は北の経済厚生の悪化と南の経済厚

生の改善をもたらすことになるが、ｗNの変化は資本市場が統合されているケースの方が大

きくなるため、これらの効果は資本市場が統合されているケースの方が大きくなるのであ
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る。 
 南北の実質支出の変化による経済厚生効果 S

e
N
e ∆∆ , は、ζと交易条件の変化による効果を

足し合わせたものとなるため、次の定理が成立する。 
 
 Propositon.7 
 定常状態において技術移転率ｍが上昇したとき、南の実質支出の変化は南の経済厚生 
を改善させる方向に働くが、資本市場が統合されているケースの方がその改善の度合い 
は大きくなる。 

             0>∆>∆
DCM

S
eICM

S
e  

 北の実質支出の変化が北の経済厚生に与える影響については、資本市場が分断されて 
いるケースの方が、統合されているケースに比べて北の経済厚生を改善させる方向に働 
きやすい。ζ の値が 1 に十分近い値をとるとき、北の実質支出の変化は、資本市場が統 
合されているケースと分断されているケースの両方において経済厚生を改善させる方向 
に働く。しかしζ ＜αとなるとき、資本市場が統合されているケースでは北の実質支出 
の変化は北の経済厚生を悪化させる方向に働く。 

   
ICM

N
eDCM

N
e ∆>∆  ， 0>∆>∆

ICM
N
eDCM

N
e  (ζ →１) ， 0<∆

ICM
N
e  (ζ ＜α)      

 
 Proposition.6 より、ｍの上昇に伴うζと交易条件の変化は共に南の経済厚生を改善する

方向に働き、なおかつその度合いは資本市場が統合されているケースの方が大きくなるた

め、南の実質支出の変化による経済厚生効果についてはProposition.7の結果は自明である。  
一方、北の実質支出の変化が北の経済厚生に与える影響については、ζの変化が及ぼす

影響と交易条件の変化が与える影響が反対方向であるため少々複雑である。北で生産され

ている差別化製品数の比率ζが 1 に近いとき、南北間の賃金格差は非常に大きくなるため、

南で生産される差別化製品数の比率が増加することによる厚生改善効果 ζ∆ は非常に大き

なものとなる。このとき、交易条件の悪化による厚生損失効果 N
θ∆ があるにもかかわらず北

の実質支出は増加し、北の経済厚生を改善させる方向に働くことになる。しかし、ζ の値

が小さくなり南北間の賃金格差が縮小してくると、ζの変化による厚生改善効果は小さく

なっていくため、その値が十分小さくなると、交易条件悪化による厚生悪化効果が厚生改

善効果を上回り、北の経済厚生を悪化させるように働くという結果になりえる。特に、ζ ＜

αとなり十分ζ の値が小さくなると、資本市場が統合されているケースでは実質所得の変

化は必ず北の経済厚生を悪化させる方向に働くのである。これは資本市場が統合されてい

るケースでは、交易条件悪化による厚生悪化効果が分断されているケースよりも大きいた

めである。 
最後に、異時点間の支出経路の変化による経済厚生効果 S

s
N
s ∆∆ , について次の定理が成立す
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る。 
 
 Propositon.8 
  定常状態において技術移転率ｍが上昇したとき、北の異時点間の支出経路の変化は、

資本市場が分断されているケースでは北の経済厚生を悪化させる効果を持つが、資本市

場が統合されているケースでは北の経済厚生を改善させる効果を持つ。しかし、いずれ

のケースにおいても、その効果は差別化製品数の変化による経済厚生効果を覆すもので

はない。 

 0<∆
DCM

N
s  ， 0>∆

ICM
N
s  ， 0

1
1

>∆+∆
− DCM

N
sDCMnε

 ， 0
1

1
<∆+∆

− ICM
N
sICMnε

 

  一方、技術移転率ｍの上昇に伴う南の異時点間の支出経路の変化は、資本市場が統合 
されているケースと分断されているケースのいずれにおいても南の経済厚生に影響は与 
えない。 

               0=∆=∆
ICM

S
sDCM

S
s  

 
 資本市場が分断されているケースにおいては、南の国内支出は常に南の国内所得 IS=LS

と等しくなるため、技術移転率ｍが上昇しても南の支出経路は変化しない。このため 0=∆S
s

となる。一方、資本市場が統合されているケースにおいては、Proposition.３が示すように

ｍの上昇直後には北からの資本流入によって貿易収支が赤字となるが、その後貿易収支は

黒字に転じていくことになる。この貿易収支の変化はｍの上昇直後においては南の国内支

出は増加するが、その後時間の経過にしたがって減少していき国内所得を下回るようにな

っていくということを示している。しかし、このような国内支出の変化は結果として南の

経済厚生に影響を与えることはない。国際資本移動に伴う国内支出の変化は南の経済厚生

に影響を与えないのである。 
 このことは北についても成立する。北ではｍの上昇直後に貿易収支は黒字となり、その

後赤字に転じることになるが、このような国際資本移動の変化に伴う支出の変化は北の経

済に影響を及ぼすことがない5。しかし、国内の R&D 投資の水準の変化に伴う差別化製品

の生産額の変化は北の経済厚生に影響を与える。資本市場が統合されているケースと分断

されているケースの両ケースとも、ｍが上昇した直後の短期においては国内の R&D 投資が

減少するが、このことは差別化製品生産量の増加を通じて北の差別化製品生産額を増加さ

せ、北の経済厚生を改善させる効果を持つ。反対に、新たな定常状態へと移行していく長

期においては R&D 投資が以前よりも増加するが、このことは差別化製品生産量の減少を通

じて北の差別化製品生産額を減少させ、北の経済厚生を悪化させる効果を持つ。このよう

                                                  
5 すなわち、ｍの上昇に伴う EN/INの変化は北の経済厚生に影響を与えないということであ

る。 
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な R&D 投資の変動に伴う差別化製品生産額の変化は、技術開発率ｇの変化に伴う差別化製

品数の変化による経済厚生効果と正反対の方向に働くことになる。これは、R&D 投資の水 
準の変化とｇの変化が同一方向であるためである。しかし、これらの効果を比較するとｇ 
 
表２ 技術移転率ｍの上昇が南北の経済厚生に与える影響 
 

n∆  ， N
sn ∆+∆

−1
1

ε
N
e∆  S

e∆  

資本市場分断 
のケース 

＋ ＋ (ζ →１) ＋ 

資本市場統合 
のケース 

－ 
＋ (ζ →１) 
－ (ζ ＜α) ＋ 

 
の変化に伴う差別化製品数の変化による経済厚生効果のほうが、支出経路の変化による経

済厚生効果より強く働くことになるのである。Proposition.5~8 の結果をまとめたのが表２

である。 
最後にこれまでの結果を総合することによって、技術移転率ｍの上昇が南北の経済厚生

に与える影響について次の定理が成立する。 
 
 Proposition.9  
  定常状態において技術移転率ｍが上昇するとき、資本市場が統合されているケースと 
分断されているケースの両方において南の経済厚生は改善されるが、改善の度合いは資 
本市場が統合されているケースの方が小さくなる。 

             
( ) ( ) 000

>>
ICM

S

DCM

S

dm
dU

dm
dU  

 北の経済厚生については、ζ の値が 1 に十分近い値をとるときには、資本市場が統合 
されているケースと分断されているケースのどちらのケースにおいても技術移転率ｍの 
上昇は経済厚生を改善させる方向に働く。しかし少なくてもζ ＜αとなるとき、資本市 
場が統合されているケースではｍの上昇によって北の経済厚生が悪化することになる。 
また、ζ がどのような値をとろうとも、資本市場が分断されているケースの方が統合さ 
れているケースより北の経済厚生にとって望ましい結果をもたらすことになる。 

   
( ) ( ) 000

>>
ICM

N

DCM

N

dm
dU

dm
dU

 (ζ →１) ， 
( ) 00

<
ICM

N

dm
dU

 (ζ ＜α)      

   
( ) ( )

ICM

N

DCM

N

dm
dU

dm
dU 00

>  （０＜ζ ＜１） 

 
 Proposition.9 の結果からまずわかることは、技術移転率ｍの変化が南北両地域の経済厚
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生に与える影響について、資本市場が統合されているケースの方が分断されているケース

と比べて南北両地域にとって望ましくない結果をもたらしている点である。 
 このような結果となる最大の理由は、表２で示されているように、資本市場が統合され

ているケースと分断されているケースとでは、差別化製品数の変化による経済厚生効果を

示す n∆ の符号が反対になっていることである。資本市場が分断されているケースでは n∆ が

正であったのに対し、資本市場が統合されているケースでは n∆ が負となってしまうため、

ｍの上昇に伴う経済厚生の変化は、資本市場が統合されているケースの方が両地域にとっ

て望ましくないものとなりやすくなるのである。 
特に、北の経済厚生については、ζ ＜αとなるとき実質支出の変化による経済厚生効果

N
e∆ が負になってしまうため、技術移転率ｍの上昇によって北の経済厚生は必ず悪化するこ

とになってしまう。また、ζ ＜αとは北の経済厚生が悪化するための十分条件であり、ζ が

αよりも大きな値をとり N
e∆ が正の値をとるとしても、 n∆ のマイナス効果を上回るほどの正

の値とならなければ、ζ ＞αのときでも北の経済厚生が悪化する結果になることがある。

結局、資本市場が統合されているケースでは、ζ が１に十分近い値を取って南北間の賃金

格差が非常に大きくなり、南で生産される差別化製品数の比率の増加による厚生改善効果

ζ∆ が他のマイナス効果を打ち消すほど大きくならない限り、技術移転率ｍの上昇によって

北の経済厚生は必ず悪化することになるのである。 
一方、南の経済厚生については、資本市場が統合されているケースでも分断されている

ケースでも、南は技術移転率ｍの上昇によって自らの経済厚生を改善することができるが、

資本市場が統合されているケースでは n∆ が負となってしまうために、分断されているケー

スのときほどの経済厚生の改善は実現されないのである。 
 

Ⅵ おわりに 
 

 本稿の分析によって、北から南への技術移転率の上昇が南北両地域の経済厚生に与える

影響は、南北間の国際資本移動が自由であるかそうでないかによって異なってくることが

明らかになった。南北間の国際資本移動が存在せず南北の資本市場が分断されているケー

スと、南北間の国際資本移動が自由に行われ南北の資本市場が統合されているケースを比

較すると、技術移転率の上昇に伴う南北の経済厚生効果は、資本市場が統合されているケ

ースの方が分断されているケースよりも望ましくないものとなる。特に北の経済厚生につ

いては、初期の定常状態が同一であったとしても、資本市場が分断されているケースでは

技術移転率の上昇により経済厚生が改善する一方で、資本市場が統合されているケースで

は技術移転率の上昇が経済厚生を悪化させることがあることがわかった。また南の経済厚

生については、資本市場が統合されているケースでも分断されているケースでも技術移転

率の上昇によって経済厚生を改善することができるが、資本市場が統合されているケース

の方が経済厚生の改善の度合いが低くなることがわかった。 
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このような結果が生じる理由は、資本市場が統合されるケースの方が分断されているケ

ースと比べて技術移転率ｍの上昇直後における技術開発率ｇの低下の度合いが大きいこと

による。技術移転率の上昇は、短期的には R&D 活動による独占利潤消失のリスク上昇の影

響によって R&D 投資による収益率を低下させる効果を持つが、このとき南北間の国際資本

移動が自由であるならば北から南への資本流出を生じさせることになる。このため、R&D
投資の水準は資本市場が分断されるときに比べて大きく減少することになる。その後、新

たな定常状態へ収束する過程において R&D 投資は回復し、技術移転率上昇前の水準を上回

ることになるが、短期における技術開発率低下による厚生悪化効果の方は分断されている

ケースに比べて大きくなり、長期の技術開発率上昇による厚生改善効果をも上回ってしま

うことになるのである。このように、資本市場が統合されているケースでは、長期におけ

る R&D 活動の水準は元の水準より高くなるにもかかわらず、技術移転率ｍの上昇によって

南北両地域は R&D 活動から得られる経済利益を損なう結果となる。特に北の経済厚生につ

いては、交易条件悪化による影響が資本市場が分断されているケースよりも大きくなるた

めに、ｍの上昇によって経済厚生が悪化する結果となりやすくなるのである。このことは、

グローバリゼーションに伴い南北の資本市場の統合が進むほど、南の途上国の工業化に伴

う南北間の技術移転の活発化が、北の先進国経済にとっては望ましくないものとなってい

くということを示している。 
重要なことは、資本市場が統合されているケースでも分断されているケースでも、南へ

の技術移転率が上昇することによるｇ,ζ,wN の定常値への影響は同じであるにもかかわら

ず、経済厚生に与える影響は異なるということである。その違いの原因は、技術移転率ｍ

の上昇した後の新しい定常状態への移行過程、特に短期におけるｇ,wNの低下の幅が資本市

場が統合されているケースの方が大きいことにある。国際資本移動の存在が、技術移転率

すなわち北の企業の独占利潤喪失リスクの上昇に伴うＲ＆Ｄ活動の水準(ｇ)の低下、交易条

件の悪化(wN の低下)をより大きなものとするために、たとえ長期的な利益が存在したとし

ても短期的な損失を埋め合わせることにはならなくなるのである。 
この結果を反対に考えると、南北の資本市場の統合が進むほど、国際的な知的所有権の

適用の強化によって南北間の技術移転の速度を緩める政策が北の経済にとって利益となり

やすくなることを示している。資本市場が分断されているケースについて分析した

Helpman (1993)では、知的所有権の強化による南北間の技術移転率の低下は、短期的には

技術開発率を上昇させるが長期的には技術開発率を低下させるために北の経済厚生を悪化

させる結果となることがあることを示していた。しかし本稿の分析を用いると、たとえ長

期的に技術開発率が低下するとしても、短期的な技術開発率の上昇による利益の方が大き

くなるために知的所有権の強化が北の経済厚生を改善する結果となる可能性が高くなると

考えることができる。南北の資本市場の統合の度合いに関係なく、技術移転率の低下は南

の経済厚生を悪化させるため、南北の資本市場の統合が進むほど、国際的な知的所有権を

強化すべきか緩めるべきかで南北の利害が対立する可能性が大きくなるのである。 
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最後に今後の課題について述べていきたい。本稿では、国際資本市場が完全に統合され

ているケースと完全に分断されているケースについて分析したが、実際の国際資本市場は

完全に統合されているわけでもなく完全に分断されているわけでもない不完全統合といえ

るだろう。このような国際資本市場が不完全統合であるケースに関する分析も今後考慮す

る必要性は大いにあると思われる。また、本稿における国際資本移動は南北の市場利子率

の格差に応じて引き起こされた間接投資であったが、南北間の国際資本移動を考える際に

重要な要素となる直接投資については本稿では考えられていなかった。直接投資は単なる

国際間の資本移動というだけでなく、南北間の技術移転の有力な経路ともなっている。

Lai(1998)では、南北間の技術移転が南の企業による技術模倣か北の多国籍企業の直接投資

による生産拠点の移転によるものであるかによって、技術移転率の変化が北の R&D 活動に

与える影響は異なるということが示されており、このような直接投資の存在を考慮した場

合、本稿の分析がどのようなものとなるかは非常に興味深い課題である。また、Chui et 
al.(2001)や Arnold(2003)のように、近年南における R&D 活動を考慮した南北貿易モデル

が分析されているが、このような南の R&D 活動を考慮することも今後必要な課題となって

いくだろう。 
 

Appendix 
 
 Appendix では、定常状態への移行過程の導出と本文中における各定理の証明を行ってい

く。 
 まず、資本市場が統合されているケースにおける定常状態への移行過程を導出する。ｇ

とζに関する微分方程式体系(13),(18)を定常点近傍において線型近似すると次のようにな

る。 
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(A.1)の右辺の行列に関する行列式は負であるため、(Ａ.1)で示された微分方程式体系の特性

根は正と負の二つの解を持つことになる。長期的に定常点に収束する経路を得るためには、
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正の特性根についての積分係数はゼロでなくてはならない。またｇは操作変数、ζは状態

変数であるため、負の特性根についての積分係数はゼロ時点におけるζの値が任意の初期

値と等しくなるようにならなければならない。これらのことより、ｇとζの微分方程式の

解は次のようになる。 

     ( ) ( )[ ] tet
*

0 λζζζζ −−+=                          (A.2) 

     ( ) ( )[ ] tegtg
**0 λζζ −Λ−−=                        (A.3) 

－λ＊は負の特性根を示す(λ＊＞0)。また、[１,－Λ＊]Tは負の特性根についての特性ベクト

ルを示している(Λ＊＞0)。λ＊とΛ＊の値は次のようになる。 
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 一方、資本市場が分断されているケースにおける定常状態への移行過程は Helpman 
(1993)で分析されている。定常点近傍で線型近似された微分方程式体系は次のようになる。 
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 (A.6)より微分方程式体系の解は次のようになる。 
     ( ) ( )[ ] tet λζζζζ −−+= 0                           (A.7) 
     ( ) ( )[ ] tegtg λζζ −Λ−−= 0                         (A.8) 
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 後の定理の証明のために、次のレンマを導出しておく。 
 
 Lemma.1  ( )λρααρ +<Λ<  

(証明) Helpman(1993)を参照 
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 Lemma.2  ( ) ** Λ<+< λρααρ  
 
 (証明)  

(A.4),(A.5)より、 *
1211

* Λ+−= bbλ となることを考慮すると 
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  となるため、(A.5)より ( )** λρα +>Λ となるための必要十分条件は 
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  となる。この不等式が成立するためには 
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  が成立しなければならない。 
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  となる。θ ＞１より(A.11)の左辺は負の値となるため(A.11)は成立する。 
  これより ( )** λρα +>Λ は成立する。ゆえに Lemma.2 は成立する。    (証明終り) 
 
 Lemma.3  λ＊＞λ，Λ＊＞Λ 
 (証明) 
  (A.4),(A.9)より 

   ( )2222
**

2
1 baBB −+−=− λλ  

  となる。(A.1),(A.6)より 0* >− BB , 02222 <− ba となるため、λ＊＞λとなるためには 

   ( ) ( ) ( )( ) ( ) 0242 *
21211222112211

2
2222

2* >−++−−=−−− BBbaabaaabaBB  

  とならなければならない。さらにこれが成立するためには 

   ( )( ) ( ){ } ( ) 02
2*

21211222112211 >−++−− BBbaabaaa  

  とならなければならないが、(A.1),(A.6)よりこれは成立する。ゆえに、λ＊＞λは成立 
する。λ＊＞λならΛ＊＞Λも自明である。             (証明終り) 

  
 次に、本文中で示された各 Proposition の証明を行っていく。 
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 ＜Proposition.1 の証明＞ 
  (19)と(20)を mg ,,ζ について全微分すると、比較静学体系は次のようになる。 
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  この体系を用いて比較静学を行うことによって(26)が導出される  (証明終り) 
 

＜Proposition.2 の証明＞ 
  (26)－(28)より、 
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  となるため、Lemma.3 より 
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  となる。 
  次にζの変化については(26)－(28)より 
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  また、ζの変化の度合いの大小関係については 
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  となる。                             (証明終り) 
 

＜Proposition.３の証明＞ 
  TBN＋TBS＝０となるため、TBS＝IS－ESの変化を調べることによって両地域の貿易収 
支の変化をとらえることができる。 
資本市場が統合されているケースにおいては、両地域の市場利子率は常に等しくなる 



 25

ため、両地域の支出の経路は 
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N &&&
 

 と南北で常に同率の変化率で変化しなければならなくなる。このことよりｔ期における

南の支出はそれぞれ 

   ( ) ( )[ ]∫ −
=

t
drSS eEtE 00)(
τρτ

                                            (A.12) 

 となる。０期において貿易収支が均衡しており、南北両地域とも対外資産を持っていな

いと仮定すると、南の支出経路は次の異時点間の予算制約式を満たしていなければなら

ない。 
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 すべてのｔについて pSnSxS=LS となるため、ｔ＝０期における南の支出は次のようにな

る。 
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 (A.12)と(A.13)より、ｍの上昇による ENと ESの変化を知るためには市場利子率ｒの変化

について知らなければならない。(16)－(18)より、資本市場が統合されているケースのｔ

期における市場利子率ｒ(ｔ)は 
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 となる。これより、技術移転率ｍの上昇に伴う市場利子率ｒの変化は 
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 となる。αΛ＊－A＜０より、技術移転率ｍの上昇は統合された資本市場の市場利子率を

低下させることがわかる。 
  南の支出の経路は(A.12),(A.13)であるため、(A.14)を用いると 
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 となる。南における差別化製品の総生産額 ISは IS＝ｐSnSxS＝ＬSとなるので、ｍの上昇

に伴う南の貿易収支 TBSの変化は 
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 となる。これと(A.15)より、 
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 が成立する。北の貿易収支の変化についても同様にして調べることができる。  
(証明終り) 
 

＜Proposition.４の証明＞ 
  資本市場が統合されているケースにおけるｍの上昇に伴う南北の相対賃金ｗN の変化

は、(12)と(26),(27)より 
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 となる。 
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  となるため、すべての 0≦ｔ≦∞について
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となる。(A.16),(A.17)より Lemma.3 を考慮すると 
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となる。                              (証明終り) 
 

＜Proposition.5 の証明＞ 
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g
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  となる。                            (証明終り) 
 

＜Proposition.6 の証明＞ 
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  となる。これらと lemma.3 より、 
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  となる。これらと lemma.3 より、 
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  となる。                              (証明終り) 
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＜Proposition.7 の証明＞ 
  (A.20),(A.21), (A.24),(A.25)および lemma.2 より、 
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  ζ →１のとき、θ →∞となるため ( ) 01** >−→Γ αλe , ( ) 01 >−→Γ αλe となるので 

   ζ →１のとき、 0, >∆∆
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N
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  また、 ( )** λρα +>Λ より 0<∆
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N
e となる十分条件は ζ ＜αとなる。最後に(A.28), 

(A.29)より 
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となる。                              (証明終り) 
 
＜Proposition.8 の証明＞ 

( )
( )

( )
( )∫

∞ −≡∆
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log dt
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tI
tI
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dm
d

NN
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ρ となるが、資本市場が分断されているケースに 

ついてはすべてのｔにおいて EN(t)＝IN(t)が成立しているため、IN＝nNｐNｘNと(10) 
(28)および lemma.1 より、 
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 となる。一方、資本市場が統合されるケースについては EN(ｔ)＝IN(ｔ)が成立していない

ため、ENと INの変化について調べなければならない。IN＝pNnNｘNの変化するかについ

ては、(６)と(10)より IN＝ｗN(LN－ｇ)/αとなることから(27)と(A.16)より 
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 となる。次に ENの変化だが、ESの変化の時と同様に考えると 
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  となる。(A.31),(A.32)と lemma.2 より 
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 となる。また、(A.18),(A.19),(A.30),(A.33)より 
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 となる。                             

  最後に、
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s となる。また、資本市場が分断されているケースについても(A.15)より 
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＜Proposition.9 の証明＞ 
  (35)と(A.18),(A.26)より、 
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  次に、(34)と(A.18),(A.28),(A.33)より 
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となる。                             (証明終り) 
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